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＜まとめ＞ 

 

・ＤＭＡＴの原子力災害派遣 考えている  ２府県 

  考えていない ４府県 

 

・人材育成の予算措置をしている １０府県 

 

・人材育成は被ばく医療従事者を「国内の研修に派遣させる」が一番多い 

 

・講習会は自治体が企画し、原子力安全研究協会等の「外部専門機関に委託して 

行っている」が一番多い 

 

・資機材および設備について、予算措置をしていない ２府県 

 

・資機材、設備費用は、国からの交付金を充てているがほとんど 

 

・資機材の校正等維持費を予算化している ９府県 

 

・患者受け入れで具体的に数字で回答があったのは３府県で、ほとんどは 

掴まれていない 

 

・震災後の被ばく医療マニュアルの見直しの計画あり ９府県 

 

・他府県からの被ばく傷病者の受け入れ協力については、自府県の原発事故による 

対応が優先されているため、調査時点では他府県からの受入については、 

今後の課題という認識のようである。 

 

・他府県へは専門家を派遣できないが、自府県へは専門家を要請する。 

 

・被ばく傷病者の受け入れについて、自治体として多数傷病者発生時などの 

問題点の共有が重要である。調査時点での回答なので他府県からの受入と 

同様、まずは自府県での整備を優先していると思われる。 

 他府県との共同作業まで検討が追いついていないか、または原子力防災対策指針 

発表後のことを考えれば、他府県との共同作業を検討する上で国の調整も必要で

はないかと考える。 
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  ◇被ばく医療機関 

 

 

 

 

  


